
新潟県①

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要



【課題】

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

【成果】
○初任者研修は、受講者が自身の成長を自覚でき、研修への満足度も高く、教員としての資質向上に有効な研
修の場となっている。また、同年度採用者同士の交流が図られ、貴重な情報交換の場にもなっている。

○中堅教諭等資質向上研修は、各学校の中核となる中堅の教員にとって、校内における自分の校務文書を進め
る推進力となる実務的な研修のため受講者からの評価が高かった。

新潟県②

◆初任者研修は、近年、受講者が増加傾向にあるため、施設設備や運営面において、従来の会場や運営方法で
は、円滑に進められない状況が発生している。例えば、宿泊研修の会場、スタンツや体験研修の進め方等が、従
来の方法で行うには困難になっている。

◆中堅教諭等資質向上研修は、校外に出る研修が、年間で12日間あり、時には受講者が校内に複数いることも
あり、受講で学校を空けることが多くなるため学校事情によってはかなりの負担になっている。

【改善策】

◎初任者研修の宿泊研修では、受講者の人数を勘案しながら、柔軟な研修内容が実施できるように、会場や内
容を変更。

◎中堅教諭等資質向上研修は、教員指標に伴う今後の基本研修の改変に向けて、校外研修の内容と効果を基
に日数について精査中。



富山県①

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要



＜課題＞
・校内において、若手教員を指導し育成する中堅教員の育成が課題となっている。

＜成果＞
・初任者に時間的なゆとりが生まれ、教材研究や子供と向き合う時間の確保につながった。２、３年次
教員とっては、3年間継続した研修となり、自身の経験を踏まえた一層充実した内容の研修となった。

＜工夫１＞
・キャリアステージを４段階に分け、それぞれのステージに応じて、重点的に研修する内
容を設けるなど、段階的、計画的に資質・能力の育成が図られるよう工夫している。

＜工夫２＞
・初任者、２、３年次教員を対象とした若手研修を実施し、研修内容の一層の充実や初任
者の多忙感の軽減に努めている。(平成26年度より実施)

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

＜改善策＞
・今年度より、11年次交流研修の一部に「年次交流研修」を導入し、2年次教員と共に研修することで、
若手教員と中堅教員が互いに高め合うなど、双方の研修内容の充実を図っている。

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

富山県②



石川県①

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要



成果

課題と改善策

・研修会場へ遠方からの往復に時間がかかり、負担が大きい。

　　→サテライト会場を設置し、研修を実施。

・研修のため学校を開ける日数が多い。

　　→研修内容の精選および統合等により、研修で学校を開ける日数を軽減。

・教職経験や職能に応じたテーマや内容を設定し、身に付けるべき資質能力の

 向上を図るとともに、教師に求められる役割等を理解し、主体的に取り組む姿

 勢が見られるようになった。

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

石川県②



・

・

・

・

・

改善策
中堅教諭等資質向上研修の一部を教員免許状更新講習を兼ね
て、県教委、福井大学との共催で実施

30代と40代の免許状更新講習の間に、校内研修におけるOJTの
実践を中心としたミドルリーダー養成研修を新設

管理職をめざす40～50歳代前半対象に、組織マネジメントとカリ
キュラムマネジメントを学ぶマネジメント研修を新設

福井県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

成果 教職経験者研修に継続的に取り入れているクロスセッションは、
アンケート結果から見ても、お互いに刺激し合うことで教員の力量
形成に効果があった。

課題 今後10年で約4割の教員が定年退職を迎える状況である。10年経
験者研修を終えた後の研修を充実させ、ミドルリーダーを育てる
必要がある。



・

・

・

・

課題 初任者研修が１年間で完了となっているが、複数年によるPDCA
サイクルを有効にいかせられない。免許状更新講習との関わりに
おける中堅教諭等資質向上研修の単位認定について検討できて
いない。

改善策 ２年次、３年次研修の設定・免許状更新講習との関わりにおける
中堅教諭等資質向上研修の単位認定について検討。教員育成
指標と研修計画との関連を通して、研修の質の向上・教職員の
多忙化解消に向けた研修の精選を検討。

山梨県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

成果 初任者研修と５年経験者研修を同時に行う教育相談研修を通
し、初任者は、先輩教員の具体的な実践事例から多くのことを学
ぶことができ、先輩教員は、初任者のメンターとしての自覚が高
まり、研修へ積極的に取り組む姿勢がみられた。

ライフステージに応じた研修を計画することを通して、各年次に応
じた効果的な研修を実践することができ、教員を継続的に育成す
ることにつながっている。



・

・

・改善策 教員の資質向上のためのガイドブックの作成
育成指標に基づく教員研修計画の作成
教員の自己評価、面談、校内研修などの手引きの作成

長野県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

成果 「集める」研修から、「出向く」研修を進め、校内研修や地域での研
修の活性化を図った。５年経験者と初任者とのクロスエイジセッショ
ンにより、経験年数による成長や課題の様子を共有し、学ぶよさを
実感することができた。

課題 教員研修にかかわる関係機関と連携して、キャリアステージに応じ
た教員研修の在り方について検討していく。受講者が研修内容を
周囲に広める仕組みづくりや自己研修も含め、研修状況を把握す
る方法を研究していく必要がある。



岐阜県①

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

改善



　成果

　課題

　改善策

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

岐阜県②

・経験年数や校種を基に実態を踏まえた上で研修内容を検討し、実施することで、

受講者が即実践に生かすことにつながった。

・県教育委員会と大学等との連携により、経験年数に応じ、より具体的な内容の研

修を実施することができた。

・受講者が意欲的に取り組むことができるよう、研修形態を考えることで、積極的に

交流したり、考えをもったりする受講者の姿を見ることができた。

・経験年数に応じた悉皆の研修への参加のみならず、自身のキャリアアップを図る

ための研修を考えていく必要がある。

・教職員のキャリアアップを図るために、キャリアステージに応じて必要となる資質・

能力を効果的に身に付けることができるよう研修を計画する。また、そのために必

要に応じて、教職大学院との連携を図ったり、外部講師を位置付けたりする。



【改善策】
指標の策定に伴う研修内容の研究・精査が必要である。また、教員の多忙化に配慮するために研修期
間の弾力化等について考えていく。

静岡県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

【成果】
５年研修、１０年研修ともに、受講者からの評価は良好である。特に、静岡県では６年目から１０年目に
大きく教師の力量が向上していると感じている教員が多い。その期間のはじめに行う５年研修は、受講
者が成長を感じられる場を提供しており、有意義なものとなっている。

【課題】
平成29年4月1日施行の教育公務員特例法等の一部改正に伴う変更に対応し、研修全体を見直すこ
と。



成果

課題

愛知県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

・「自ら学ぶ」という視点を大切にしながら、５年経験者研修、１０年経験者研
修においては、「ミドルリーダーとしての意識向上」をねらいの中に位置付け
たことにより、受講者の意欲向上が図れた。

・１０年経験者研修を中堅教諭等資質向上研修として内容を見直すととも
に、教職員のキャリアステージに基づいた研修体系の再構築を行う必要が
ある。



・

・

・

・

・

・

・改善策 中堅教諭等資質向上研修の対象者の受講機会の幅を広げ、本人や
学校の意向を含め、校長が受講を判断できるようにする。

滋賀県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

工夫 初任者研修と10年経験者研修とのクロス研修を行い、コーチングを生
かして10年経験者が初任者の話を傾聴する場を設けた。

若手教員研修では、授業づくりに焦点を絞り、経験に合わせて段階的
な研修内容とした。

５年経験者研修では、学校でのグルーピングによるＯＪＴ（以下、G-
OJT）を取り入れ、協働による研修を進めた。

成果 初任者研修と１０年経験者研修を合同で開催することにより、初任者
は日頃の悩み等について先輩教員からアドバイスを得ることができ、
１０年経験者は既習のコーチングの技術を用いて実践することができ
た。
G－OJTの取組として校内で協働して研究を行うことにより、本人だけ
ではなく、学校全体の活性化につながった。

課題 中堅教諭等資質向上研修（平成29年度）の対象者が各校に複数在籍
することにより、同時出張、免許状更新演習との重複等が課題となり、
受講しにくい状況がある。

※ G－OJT：グルーピングによるOJT



○

○ 高等学校、支援学校においては、１０年目に受講していた内容
の一部を、５～９年目のいずれかの年次に受講できるようにし、
負担を軽減した。

大阪府

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

工夫１ 　教員生活全般を通して「学び続ける」ことができるよう、それぞれの
キャリアステージや教員ニーズに応じた多様な研修を設定している。

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

小・中学校、義務教育学校においては、５年次研修を設定し、１
０年目に受講していた内容の一部を移管することで、負担を軽
減した。

第１期 第４期第２期 第３期
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（
小
・中
学
校
）

アドバンストセミナー
（５～９年次 府立学校）

職に応じた研修（養護教諭、栄養教諭、学校栄養職員、学校事務職員、実習教員等）

授業力向上研修 (授業づくり全般、 各教科、総合、道徳 等）

計画的な

研修受講

課題別研修（人権教育、支援教育、教育相談・生徒指導、ＩＣＴ活用、等）

首席（主幹教諭）、管理職研



成果と課題・平成29年度計画における改善策等

成果 「多様な学び方の体験」を通して、学びの手法を一人一人の教員に蓄積するとと
もに、教員の授業力向上に向けた意欲の醸成を図ることができた。

課題
改善策

平成２９年度より、これまでの「１０年経験者研修」を「中堅教諭等資質向上研修」
としている。教育公務員特例法等の一部を改正する法律の公布に伴い、研修対
象者や実施内容について、検討を行う必要がある。

若手教員の授業力向上に向け、新学習指導要領を踏まえた授業づくりに関する
研修の充実を図る必要がある。

兵庫県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

①

②

平成27年度から、学び続ける教員の育成をめざし、採用から３年間に重点を置い
た研修体系へと再編した。

教員のライフステージに応じた研修の機会となるよう、自己の課題に応じた研修
を５年次・１５年次に行うようにしている。



奈良県①

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要



成果と課題・平成29年度計画における改善策等

奈良県②

【成果】
・平成２７年度より、研修講座の体系を、主に教育研究所で実施するＯＦＦ－ＪＴの活性化を図る
研修、指導主事等が学校現場を訪問してＯＪＴの活性化を支援する研修、各教職員の自己啓発を支
援する研修の３つに大きくカテゴリー化して進めてきたところ、のべ受講者数が増加（平成26～28
年度：14,117人→16,670人）し、受講目標達成指数【アンケート回答：活用できる（％）＋ほぼ活用
できる（％）×2／3＋あまり活用できない（％）×1／3】は毎年度85％を維持（平成26～28年度：
86.3・86.1・85.6）している。

【課題】
・新学習指導要領、奈良県教育振興大綱等への対応
・キャリアステージに応じた目指すべく教職員像の具体化

【改善策】
・教職員の資質・能力の向上のための教職員育成指標の策定や、指標を踏まえた教職員の主体的な
受講を促す研修計画の立案を現在進めており、平成30年度よりリニューアルした教職員研修計画に
基づいた研修体系に則して研修講座を実施する予定である。



和歌山県

平成28年度教職経験者研修を含む教職員研修全体の体系図・取組等の概要

成果と課題・平成29年度計画における改善策等

　　　　　　　　　本県における教職員のキャリアステージに応じた研修体系イメージ図　　　　　　　　　

教科･領域等専門研修

特別支援教育・教育相談・教職等専門研修
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① 初任者研修に引き続き、２年次・３年次研修を実施することで、若手教員を継続して育成している。

② ６年次研修を実施することで、自身よりも若手の教員を育成しようとする意識、学校運営に参画しようとする

意識を高めることで、ミドルリーダーの早期養成につなげている。

③ １０年経験者研修において校内研修会の運営実践を課すことで、学校運営への参画意識を確かなものとす

るとともに、ベテランと若手をつなぐミドルリーダーとしての力量を高める。

成果 ・初任者研修、２年次研修、３年次研修を、教員の基礎形成期として位置付け、授業づくりや学級経営及び

生徒指導に重点を置いて実施することで、若手教員の実践的指導力の向上につながった。

・６年次研修と１０年経験者研修との連携を図り、教職キャリアを強く意識させることで、同僚性・協働性を

基盤とした学校運営への参画意識の向上につながった。

課題 ・校長及び教員としての資質の向上に関する指標とリンクした効果的な研修体系の構築については、検討

中である。

改善策 ・校長及び教員としての資質の向上に係る協議会を核として、学び続ける教員を支えるキャリアシステム

の構築が欠かせない。関係大学等と連携し、養成・採用・研修を通じた教員の資質向上を図る。
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